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は じ め に

　平成が終わり、5 月 1 日より令和元年となりました。
　時代の変化に伴い、横浜市中部地域療育センターの支援や運営も変化しています。担当エリアであ
る横浜市西区、中区、南区に暮らす子どもたちに展開している事業を説明させていただきます。

（１）相談の傾向と当センターの取り組み
　新規相談の数は、幼児期から学齢期まで、すべての年齢層で増加の傾向にあるため、療育センター
への受診待機期間をできるだけ短縮する工夫を入れています。保護者の希望に合わせて、地域支援課
の診療前面接を行い、必要に応じて初診時に同時に心理評価を行い、より早期から療育支援を導入す
るよう努めています。
　新規相談の多くは、福祉保健センター・幼稚園・保育所からの紹介です。最近は、2 歳前後の低年
齢から気になる症状についてご相談いただくことも増えてきました。３歳以降は、ほとんどの新規相
談の時点ですでに幼稚園や保育所に通っています。また、民間の相談や支援機関も利用している家庭
も増加しています。このように多様化した社会において、ご家族を支え、早期療育及び通園、児童発
達支援など様々な形での療育支援を取り入れるためには、多機関の連携が必要です。療育センターの
役割は、単に評価・診断しセンター内で相談・療育指導・治療を行うのみではなく、幼稚園・保育所、
あるいは民間の事業発達支援事業所等との連携支援の体制整備が急務となっています。
　昨年度から始まった地域支援課の事業では、従来の巡回相談、計画相談に加え、保育所等訪問支援
を行うようになり、今年度、さらに相談件数を増やして対応しています。0 療育指導体制の再構築も検
討していく予定です。
　学齢期には、知的に遅れがない児童生徒であっても、学業のつまずきや行動の問題、仲間関係の悩
みを抱えた場合に、保護者が直接、あるいは関係機関を通しての申込みが増加しています。特に、読
み書きなどの問題から学習につまずきが見られる子どもの発達特性を評価し、必要に応じて、家庭や
教育機関だけでなく、放課後支援を行う福祉機関とも連携をとり、地域での生活支援にも取り組んで
います。さらに、療育センター、福祉保健センター、教育機関、福祉機関などが協働で子育て支援の
体制作りと、幼稚園・保育所→小・中学校へライフステージに添った移行支援の充実を目指しています。

（２）「エビデンスに基づくメンタルヘルスサポート事業」の定着
　大人が子どもに関わりながら絆を深めていくためには、まず養育者であるご家族一人ひとりが心身
ともに健康であることが大切です。法人のモデル事業であった「エビデンスに基づいたメンタルヘル
スサポート事業」を、一昨年度から横浜市の地域ニーズ事業として展開しています。育児書通りにい
かない子育ては養育するご家族を不安に陥れ、体力的・精神的に大きな負担になりがちです。そこで、
診療室と臨床心理課、早期療育を中心に子育てに限らず、養育者の方自身が抱える不安や悩みにも
CARE（Child Adult Relationship Enhancement）の専門的心理教育を提供し、子どもと養育者・家族・
支援者のメンタルヘルスに熟慮しつつ、継続的支援を行う体制を整えています。
　療育センターの在り方を検討する流れの中で、当センターの今年度の事業概要をご高覧いただき、
ご意見を賜れば幸いです。

　令和２年３月
横浜市中部地域療育センター

所　長　高　木　一　江
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横浜市中部地域療育センター運営方針

　私たちは、親子支援、家族支援、地域支援を療育の基本と考えます。そして、公正、公平、

有用な地域療育を目指します。

１）療育内容を十分に説明し、その了解の上で、利用者の選択と自己決定を尊重します。

２）利用者の安全に配慮し、安心な療育を提供します。

３）利用者の暮らす地域に出向き、保育所、幼稚園、学校、地域活動ホームなどとの連携を

とりながら、利用者とその家族の地域での生活を支援します。

４）療育の専門職として、現状に満足することなく絶えず技術の向上を心がけます。

　　さらに、職員間の連携を大切にし、療育センター全体の質を高めます。

５）横浜市民によって支えられている療育センターです。効率良い運営を目指し、環境整備

及び資源保護にも配慮します。

６）運営協議会などの第三者の指摘を真摯に受け止め、療育センターの運営の改善を絶えず

図ります。
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令和元年度 施設・事業概要

Ⅰ  施設の概要
１.　所　在　地：横浜市南区清水ヶ丘４９番地（下記４. ⑴、⑵ ）

　　　　　　　　横浜市中区山吹町１−３の２階（下記４. ⑶ ）

２.　対象エリア：西区、中区、南区

３.　利　用　対　象：障害児またはその疑いのある児童とその家族

４.　施　設　内　容

　　⑴　診　療　所　診療室：小児科、小児神経科、児童精神科、耳鼻咽喉科、リハビリテーション科、

　　　　　　　　　　　　　摂食外来

　　　　　　　　　検査室：脳波、聴力等各種検査

　　　　　　　　　訓練室：機能、作業の訓練

　　　　　　　　　指導室：心理、言語の相談指導、早期療育指導

　　⑵　通園施設　定　員：９０人　児童発達支援（知的障害児５０人）

　　　　　　　　　　　　　　　　　医療型児童発達支援（肢体不自由児４０人）

　　　　　　　　　設　備：指導室、個別指導室、集団指導室、機能訓練室、水治療室、家族研修室等

　　⑶　児童発達支援事業所「フルール」

　　　　　　　　　定　員：４８人　１日当たり１２人　（児童発達支援）

　　　　　　　　　設　備：指導室、相談室等

５.　施　設　機　能

　　⑴　相談・地域サービス部門

　　　　　　　　　◦障害児の療育に関する相談（外来相談・電話相談）

　　　　　　　　　◦福祉保健センター乳幼児健診後の療育相談へのスタッフ派遣

　　　　　　　　　◦福祉保健センター・幼稚園・保育所・学校・地域訓練会との連携、調整等

　　⑵　診療部門〔診療所〕

　　　　　　　　　◦障害児の医学的・心理学的な診断・検査・評価

　　　　　　　　　◦運動発達障害児への訓練、精神発達障害児への心理指導、言語障害児への言語

　　　　　　　　　　訓練

　　　　　　　　　◦保護者に対する家庭内での訓練方法等の指導等

　　⑶　通園部門〔通園施設〕

　　　　　　　　　◦集団および個別による療育支援

　　　　　　　　　◦保護者に対する家庭内外での子育て支援

　　⑷　管理部門　◦施設管理及び人事労務、会計処理

　　　　　　　　　◦栄養管理及び相談・指導

　　　　　　　　　◦医療事務
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６.　配　置　職　員

　　⑴　相談・地域サービス部門

　　　　　　　　　：ソーシャルワーカー、臨床心理士

　　⑵　診療部門　：医師、看護師、臨床検査技師、理学療法士、作業療法士、臨床心理士、

　　　　　　　　　　言語聴覚士、児童指導員、保育士

　　⑶　通園部門　：児童指導員、保育士

　　⑷　児童発達支援事業所部門

　　　　　　　　　：児童指導員、保育士

　　⑸　管理部門　：事務員、管理栄養士

７.　建　物　概　要

　　⑴　規模・構造：敷地面積　４, ４３８㎡

　　　　　　　　　　延床面積　４, ２５３㎡

　　　　　　　　　　構　　造　鉄筋コンクリート造地下１階地上３階建

　　⑵　施　設　内　容：指導室、集団指導室、相談室、診療室、訓練室、水治療室、検査室、

　　　　　　　　　　家族研修室等、駐車場（２５台）

　　⑶　そ　の　他：併設施設　横浜市清水ケ丘地域ケアプラザ

８.　設　置　運　営

　　　設　置　主　体　　：横浜市

　　　運　営　主　体　　：社会福祉法人　青い鳥

９.　開　　　所　平成８年１０月１日
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Ⅱ  施設の配置
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児童指導員
保育士
　　　 3名

（１名）

（第1青い鳥）

親子通園

児童指導員
保育士
　　　11名
　　  （2名）

（フリー）
　　　 3名

（第2青い鳥）

単独通園

通園課園長 管理課長診療所長（兼務）

所　　長

法人事務局
（経営企画本部）

理事会理　事　長

評議員会

地域支援課長

児童指導員
保育士
　　　 3名

（第3青い鳥）

単独
併行通園

福祉保健センター・他療育機関等からの紹介

受付（電話）
〈診療予約〉

インテーク（子どもの様子の聞き取り）

初診（ＳＷ同席）
〈小児科・児童精神科・リハ科・耳鼻科〉

※略称
ＳＷ：ソーシャルワーカー
ＰＴ：理学療法士
ＯＴ：作業療法士
ＳＴ：言語聴覚士

外来評価
〈心理・ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ・臨床検査〉

新規利用者支援会議（１／週）
〈医師・心理・ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ・早期・ＳＷ〉

初回再診（ＳＷ同席）
〈小児科・児童精神科等〉

ＳＷ再面談

診療フォロー

幼稚園・保育所
通園契約　第１青い鳥（親子通園）
　　　　　第２青い鳥（単独通園）
　　　　　第３青い鳥（単独併行通園）
　　　　　児童発達支援事業所「フルール」

併行通園

心理指導

就　　学

ＰＴ・ＯＴ訓練 ＳＴ訓練 早期療育科
１／週親子の
グループ指導

児童指導員
保育士
　　　 6名
　　  （2名）

早期療育科

医師　 1名
　　 （15名）
看護師 3名
　　  （2名）
臨床検査技師
　　　 1名

<診療科目>
小児科・児童精神科・リハビリテーション科・耳鼻咽喉科
補装具外来・摂食外来・耳鼻咽喉科検診・歯科検診

（所長以外の医師は全て非常勤）

※職員定数6１名　（　 ）非常勤職員数

診療室

理学療法士
　　　 3名
作業療法士
　　　 2名

訓練科

言語聴覚士
　　　 2名
心理士
　　　 5名
　　  （2名）

臨床指導科

児童指導員
保育士
　　　 6名

児童発達
支援

ソーシャルワーカー
　　　 6名

福祉相談室

ソーシャルワーカー
　　　 2名

地域支援室

事務員
　　　 3名
栄養士
　　　 1名
添乗員
　　  （9名）
医療事務
　　  （2名）

管理課

同日

機構図（令和元年度）

利用サービスの基本的流れ



事　業　の　実　績
（平成３０年度実績）
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平成３０年度の利用児の流れ
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平成３０年度 事業報告

Ⅰ  経過
　平成８年１０月に横浜市清水ヶ丘地域ケアプラザとの併存施設として開所。それから２２年が経過

しました。主として担当するエリアは横浜市の西区、中区、南区の３区で、その区で生活する発達障

害やその疑いのある子どもの診療、早期から通園までの療育、専門職による指導、地域への訪問支援

事業などを実施しました。また、利用者の多様性に合わせ、支援方法の再構築を検討しております。

　また、中区山吹町に児童発達支援事業所「フルール」を開設しており、７年が経過しました。

　　

Ⅱ 平成３０年度の利用状況（各部門の業務内容）
１.　診療所

⑴　外来診療

　　初診再診合わせて１０，９６８人の診療、外来療育を実施しました。うち初診ケースは５３４人で、

年齢内訳は未就学児（０～５歳）が４５４人（８５．０％）、学齢児８０人（１５．０％）となっています。

初診待機は３月末で３．８ヶ月（未就学３．２ヶ月、学齢４．４ヶ月）でした。

表−１　診療科目別受診者数    　　　　　　　　　　　　　　  （    ）：前年度
診療科目 初　診 再　診 合　計

児童精神科 ３１６ （３１３） ２，１８７ （２，０３４） ２，５０３ （２，３４７）
小児神経科 ０ （０） ０ （０） ０ （０）
小児科 １５９ （１６０） ９２８ （１，０５１） １，０８７ （１，２１１）
リハビリテーション科 １９ （２３） ２０６ （２１８） ２２５ （２４１）
補装具外来 ０ （０） ２０８ （２０２） ２０８ （２０２）
耳鼻咽喉科 ４０ （５６） ６２ （７５） １０２ （１３１）
摂食外来 ０ （０） １６６ （１６３） １６６ （１６３）
理学療法 ０ （０） １，９８５ （２，０３２） １，９８５ （２，０３２）
作業療法 ０ （０） １，２３７ （１，１８４） １，２３７ （１，１８４）
言語療法 ０ （０） １，０１１ （１，２１２） １，０１１ （１，２１２）
聴力検査 ０ （０） ３８９ （４２５） ３８９ （４２５）
心理検査・心理療法 ０ （０） ２，０５５ （１，８９７） ２，０５５ （１，８９７）

合　計 ５３４ （５５２） １０，４３４（１０，４９３） １０，９６８（１１，０４５）

表−２　初診ケースの年齢内訳
内　訳 人　数 ％ 前年度人数 前年度％

未就学児（０～５歳） ４５４ ８５．０ ４５９ ８３．２
学　齢　児（６～１１歳） ８０ １５．０ ９３ １６．８
１２歳以上 ０ ０．０ ０ ０．０

合　　　計 ５３４ １００．０ ５５２ １００．０
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表−３　初診ケースの紹介経路内訳
所　属 人　数 ％

福祉保健センター ２２３ ４１．８
医療機関 ３２ ６．０
児童相談所 ６ １．１
幼稚園・保育所 １３９ ２６．０
学校 ３２ ６．０
知人 ２７ ５．１
その他 ７５ １４．０

合　　　計 ５３４ １００．０

表−５　初診ケースの診断内訳 
診断名 人数 診断名 人数

自閉性障害 ３６ 脳性麻痺・脳原性運動障害 ７
アスペルガー障害 １７ 骨・関節障害 ０
広汎性発達障害 ３０５ その他の運動障害 ０
注意欠陥／多動性障害 ４３ 構音障害・吃音 ４３
学習障害 １１ 難聴 ２
言語発達遅滞 １２ ダウン症候群 ６
精神遅滞 ２８ 神経症圏 ９
精神運動発達遅滞 １４ 標準発達範囲（正常域） ０
運動発達遅滞 １ その他 ０

合　　　　計 ５３４

⑵　臨床検査

　①　外来業務

　　ａ．脳波検査（ＥＥＧ）

　　　＊脳波総件数は１２１件でした。

　　　　 （自然睡眠は１０１件、トリクロリールシロップ使用は１５件、エスクレ使用は１件、ロゼ

レム使用は１件、覚醒のみの記録は３件、トリクロリールシロップ使用のうち入眠記録でき

なかったケースは３件）

　　　＊不能ケースは４件でした。

　　　＊新規の脳波件数は４９件でした。（正常境界～脳波異常は２９件）

　　　＊未就学児の脳波件数は３９件、学齢児は８２ 件でした。

　　ｂ．心電図検査（ＥＣＧ）

　　　＊総件数は２９件でした。

　　ｃ．検体検査

　　　＊服薬の副作用チェックとして尿検査３９ 件血液検査（外部委託）３２件を行いました。

　　ｄ． 聴性脳幹反応（ＡＢＲ）

　　　＊総件数は０件でした。

表−４　初診学齢児の所属内訳
所属 人数  ％

小学校（一般学級） ６３ ７８．８
小学校（一般学級＋通級指導教室） ２ ２．５
小学校（個別支援学級） １０ １２．５
特別支援学校 ４ ５．０
その他 １ １．３
合　計 ８０ １００．０
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　②　通園課との連携

　　　＊通園児の健康診断で尿検査５９件（再検査を含む）を行いました。

　　　＊内科健診、歯科検診、耳鼻科健診に協力しました。

　③　その他

　　　＊職員の腸内細菌検査（外部委託）を３回／年行いました。

　④　自己研修

　　　第４８回日本神経生理学会学術大会、第５７回関東神経生理検査技術研究会　日曜講習会、日

本光電モニター講習会、ＢＬＳ研修、横浜市医療安全研修会、日本環境感染学会地域セミナー、

第４回発達障害者支援フォーラム、神奈川県臨床検査技師会心電図検診ボランティア等に参加し

ました。

⑶　臨床指導科　心理

　　平成３０年度は、常勤５人、非常勤３人（１／Ｗ、１／Ｗ、２／Ｍ）の体制で業務を行いまし

た。非常勤職員は地域ニーズ対応事業に関わる要員となります。年度途中の非常勤職員の退職があ

り、人員の交代がありました。

　①　外来業務

　　ａ．利用者の状況

　　　　平成３０年度の利用者の状況を表−６に示します。心理検査、心理療法、家族勉強会ともに

増加傾向にあります。心理検査総数は５９０組（昨年度５２７組）でした。検査の内訳では、

未就学児／学齢児、新規評価／初評価、全ての下位項目において増加傾向にあり、全体的なケー

スの増加が考えられます。心理療法総数は５７０組（昨年度５４４組）でした。特に学齢児の

割合が増えています。外来業務の中には、早期療育科、第１青い鳥保護者への勉強会、通園コ

ンサルテーションなども含まれ、これらも処遇数に反映しています。

表−６　平成３０年度利用者　（　　）：新規　　　　　　　　  　　　　　　（単位：組・親子で１組）

月
心理検査（新規評価） 心理療法 家族勉強会

合計
未就学 学齢 未就学 学齢 未就学 学齢

４ ３０（２９） １１（８） ２３ １１ ２５ １ １０１
５ ４６（３７） １４（１２） ２０ ９ ２７ ２ １１８
６ ３９（３０） １４（９） ３９ ８ ４７ １ １４８
７ ４３（３２） １０（８） ３６ １７ ５８ ０ １６４
８ ４４（４１） １２（５） ３２ １６ ０ ０  １０４
９ ３０（２０） ９（５） ３１ １０ ４０ ０ １２０

１０ ４１（３６） １３（１０） ３５ ９ ６７ ９ １７４
１１ ４７（４５） ９（５） ４１ １７ １４ ５ １３３
１２ ３８（３４） １１（６） ３５ １０ ３０ ３ １２７
１ ３４（２８） １０（３） ３８ １４ ６７ １０ １７３
２ ３３（２６） ８（３） ４１ １３ ６０ ８ １６３
３ ３４（２８） １０（５） ４８ １７ ２９ ３ １４１

合　計 ４５９（３８６） １３１（８３） ４１９ １５１ ４６４ ４２ １６６６
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　　ｂ．心理評価

　　　　主治医のオーダーにより、子どもの発達や状態、年齢に適した検査を実施しています。評価は、

心理士２人が親子同時並行で評価面接をする方法、心理士１人が親子ともに評価面接する方法、

診療に同席し子どもの評価のみを行う方法があります。保護者から日常生活の様子を聞き取る

ことに加え、フリーの遊びの中でインフォーマルな評価が必要なケースには心理士２人で担当、

センター申し込み後、よりスピーディーに評価が必要なケースには診療同席の評価を行うなど、

個々のニーズに合わせて検査を実施しています。田中ビネー知能検査や新版Ｋ式発達検査は、

保護者の負担を軽減するために１回の来所で評価・面接・結果のフィードバックを実施してい

ますが、ウェクスラー系の検査では採点や分析、保護者からの聞き取りに時間を要するため、

さらにもう１回の保護者面接を設定し、結果や対応の説明を行なっています。従来の知能検査、

発達検査だけでなく、新たにＡＳＤ児の評定のためのＰＡＲＳ−ＴＲ、ＬＤ児のスクリーニン

グ検査を行うなど、評価の種類を増やし、体制を強化しました。表−７は３０年度に実施した

実際の心理検査件数です。保護者面接は含まれていません。

表−７　心理検査内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　（単位：件）

新版 K 式発達検査 田中ビネー知能検査 V ＷＩＳＣ−Ⅳ PARS-TR、STRAW、S-M、
DAM、比喩皮肉テスト

１６０ ３２２ ９３ ６８

　　ｃ．定期指導

　　　　定期指導は１２６組（昨年度は１１５件）に対して行いました。

　　　ア．個別指導

　　　　　個別指導は次のような観点で実施しています。構造化された場面で、コミュニケーション

や遊び、認知課題、身辺自立課題、行動管理などについて、継続的な評価を行います。保護

者に対し、目標になりそうな技能の教え方、家庭での取り組む課題や工夫を紹介します。ま

た、障害の特性や最近の療育事情、保護者からの相談に応じます。年長児を中心に行ってお

り、就学に向けた進路選択や準備を目的とした相談が中心です。回数はケースに応じて保護

者と相談をして決めています。

　　　イ．フォロー

　　　　　外来のケースで、経過観察や家族の相談のため低頻度でお会いしていきます。個々のケース

のニーズに応じた単発の面接、ウェクスラー系知能検査のフィードバック面接も含まれます。

　　ｄ．勉強会

　　　　センター利用児の保護者に対して「家族のための勉強会」を実施しています。自閉スペクト

ラム症の理解と対応をお伝えする３回コースの基礎講座と医師や外部講師による特別講演を開

催しました。２９年度の基礎講座は前期・後期２クールの開催でしたが、３０年度は開催日数

を倍に増やし（３回コース × ４クール）、タイムリーにサービスにつなげる取り組みを行いまし

た。参加者を表−８に示します。合計で４０７人の保護者が参加されました。
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表−８　家族のための勉強会　実施状況　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位（件）
実施日 テーマ 学齢 未就学 合計
４月２６日 基礎講座Ⅰ（発達障害とは～体験を通して～） １ ２５ ２６
５月２４日 基礎講座Ⅱ（生活の工夫） ２ ２１ ２３
６月１４日 基礎講座Ⅲ（困った行動について） １ １９ ２０

７月３日 基礎講座Ⅰ（発達障害とは～体験を通して～） ０ ２０ ２０
７月１２日 地域支援室（小学校の生活～学校支援チームより～） − ３８ ３８
９月１２日 基礎講座Ⅱ（生活の工夫） ０ ２５ ２５
１０月２日 基礎講座Ⅲ（困った行動について） １ １８ １９

１０月１７日 高木　一江所長（発達障害と診断されたら） ４ ３５ ３９
１０月２２日 基礎講座Ⅰ（発達障害とは～体験を通して～） ４ １４ １８
１１月２６日 基礎講座Ⅱ（生活の工夫） ５ １４ １９
１２月１０日 基礎講座Ⅲ（困った行動について） ３ １１ １４

１月１８日 基礎講座Ⅰ（発達障害とは～体験を通して～） ４ １７ ２１
１月２４日 原　　　仁医師（発達障害の子育てに必要な医療とは） ６ ３５ ４１

２月５日 幸田　　栄先生（幼児期に大切なこと） ４ ４７ ５１
２月１４日 基礎講座Ⅱ（生活の工夫） ４ １３ １７
３月１２日 基礎講座Ⅲ（困った行動について） ３ １３ １６

合計１６回 　 ４２ ３６５ ４０７

　②　早期療育科との連携

　　ａ．評価

　　　　進路選択のための評価を行いました。

　　ｂ．おひさまグループ勉強会

　　　　初期療育のクラスにおいて、発達や行動特性、対応の工夫などのテーマで、クラスごとに保

護者の勉強会を計７回実施しました。

　　ｃ．職員研修

　　　　早期職員の研修の一環として、外来で実施している心理指導（ＪＡＳＰＥＲ）の見学や陪席

を半年間行いました。

　③　通園課との連携

　　ａ．評価　

　　　　主治医のオーダーによる評価を行いました。

　　ｂ．コンサルテーション

　　　　依頼のあったクラスで、行動観察とクラスミーティングへの参加をしました。

　　ｃ．ケース検討会議　　

　　　　依頼のあったケースについて、ケース検討会議へ参加をしました。

　　ｄ．勉強会

　　　　第１青い鳥向け勉強会として「発達障害を体験しよう」を第１青い鳥の保護者に対し実施し

ました。
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　　　　第２青い鳥、第３青い鳥の保護者に対しては「家族のための勉強会」の案内をし、希望者に

参加してもらいました。

　④　児童発達支援事業所「フルール」との連携

　　ａ．評価

　　　　主治医のオーダーによる評価を行いました。

　　ｂ．勉強会

　　　　「家族のための勉強会」を案内し、希望者に参加いただきました。

　⑤　地域支援課との連携

　　ａ．福祉保健センター早期療育相談

　　　　西・中・南の３福祉保健センターの１歳６ヶ月健診後の療育相談に、毎月１回、医師及びソー

シャルワーカーとともに参加しました。発達検査、遊びを通したインフォーマルな評価から、

子どもの心理評価を行い、報告書を作成しました。３区合わせて計３１回、８０件実施しました。

　　ｂ．学校支援

　　　　昨年度まで２名のスタッフが学校支援担当として業務を担っていましたが、３０年度から心

理スタッフ全員が学校支援業務と外来業務につく業務シェアの形をとりました。また「教育と

医学の合同事例検討会」の参加、八景小学校 ･ 平沼小学校通級指導教室との申し送り、電話対

応などを行いました。

　　ｃ．療育手帳の読みかえ　

　⑥　その他

　　ａ．見学者への対応

　　ｂ．「教育と医学の合同事例検討会」への参加

　　　　学齢障害児への対応について、横浜市情緒通級学級と療育センターで年間２回実施している

合同事例検討会に参加しました。

　　ｃ．専門部会及び心理士研修会

　　　　横浜市中部・南部・東部の３地域療育センターと横須賀市療育相談センター、さらに川崎西

部地域療育センター、小児療育相談センター、川崎市発達相談支援センター、川崎市発達障害

地域活動支援センターゆりの木の８施設合同で、計３回の部会を開催しました。必要に応じて

主任部会を行い、情報交換を行いました。また、専門部会では心理士向けの研修会を３回行い

ました。

　　　　第１回：平成３０年７月２日（月）　小児療育相談センター

　　　　　　　　「多職種連携　～ワーカーの立場から心理に求めること～」

　　　　　　　　講師：川崎市発達相談支援センター　　阿佐野　智昭　先生

　　　　第２回：平成３０年１１月３０日（金）

　　　　　　　　他施設の見学（グループに分かれて市内の社会資源を見学）

　　　　第３回：平成３１年２月１５日（金）　横浜市東部地域療育センター

　　　　　　　　「心理業務から　～子どもを理解し必要な支援とは何か～」　
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　　　　　　　　講師：東部地域療育センター　　安倍　陽子先生

　　　　　　　　「成長に合わせて変化する支援　～我が家の取り組みご紹介します～」

　　　　　　　　講師：東部地域療育センター保護者

　　ｄ．講師派遣

　　　　横浜市特別支援教育総合センター教職員研修事業「今日的課題研修」の講師を行いました。

　　ｅ．内部研修

　　　　部署内の研修として、事例検討、外部研修の伝達講習、書籍・論文紹介など年８回の研修を

行いました。

　　ｆ．外部研修

　　　　ＪＡＳＰＥＲ研修　大正大学・あいとぴあ子ども発達教室“ぱる”（狛江）

　　　　自閉症療育者のためのトレーニングセミナー

　　　　第１１９回日本小児精神神経学会

　　　　アクセスリーディング体験会　東京大学先端科学技術研究センター

　　　　療育研究大会

⑷　臨床指導科　言語

　①　外来

　　ａ．ケース状況（表−９～１２） 

　　　　年間のべケース数は、１５９０件（平成２９年度は１８１７件　以下同様）でした。内訳は、

初回評価１１１人（１１７人）、指導７８６件（９７１件）、フォロー１１５件（１２３件）、摂

食指導１２７件（１２１件）、聴力検査３８１件（４２２件）、勉強会７０件（６３件）でした。

初回評価、フォロー、聴力検査数が昨年度より少なく、特に指導件数が減少しました。

　　　　聴覚障害や言語障害（言語発達遅滞、吃音、構音障害、運動障害等）のケースに聴力検査、

各種言語検査を行い、評価、相談を実施しました。　　　　

　　　　聴力検査新規ケースは１９８人（２２７人）でした。聴力検査再検査は１８３人（１９５人）

でした。

　　　　定期指導ケースは７８人（８６人）で、週１回から月１回の頻度で障害児リハビリテーショ

ン（言語聴覚療法）を実施しました。指導ケースの減少により、件数も少なくなりました。

表−９　初回評価児　言語障害別　　　　　　　　    （　）は平成２９年度　（単位：人）　以下同様
難聴 難聴重複 言語発達遅滞 構音 構音＋α 吃音 吃音＋α 運動障害 その他 合　計

２（１） ２（３） ３８（３５）２０（２２）２４（２２）６（１８）１８（１４） １（０） ０（２） １１１（１１７）

表−１０　初回評価児　年齢別
当歳児 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 学齢児 合　計
０（０） ０（１） １（２） ５（１５） １９（２３）２８（４２）５１（２６） ７（８） １１１（１１７）
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表−１１　指導児　言語障害別
難聴 難聴重複 言語発達遅滞 構音 構音＋α 吃音 吃音＋α 運動障害 その他 合　計

１（１） １３（１４） ４（５） １５（２１）１９（１６）１３（１６）１２（１１） １（２） ０（０） ７８（８６）

表−１２　指導児　年齢別
当歳児 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 学齢児 合　計
０（０） ０（２） ３（０） ２（８） １０（８） １３（６） ４０（５１）１０（１１）７８（８６）

　

　　ｂ．耳鼻咽喉科外来　第２、第４水曜日午後

　　　　診療に併せて聴力検査を実施しました。必要なケースにはティンパノメトリーを実施しまし

た。

　　ｃ．摂食外来　月１～２回

　　　　歯科医師の指導の下、他職種と分担して摂食指導を行いました。早期療育科や通園に在籍し

ているケースは、クラス担当職員にフィードバックしました。

　　ｄ．早期療育との連携

　　　　来所日にあわせて、希望者１１０人に聴力検査を実施しました。医師のオーダーにより、２

件の評価・フォローを実施しました。家族勉強会を１回行い１５人の参加がありました。

　②　通園課との連携

　　　耳鼻科検診に併せて、希望者５３人に聴力検査を実施しました。医師のオーダーにより、１１

件の評価・フォロー、３名に指導を実施しました。第１青い鳥で月２回、第２青い鳥で月８回、

給食時に摂食指導を行いました。

　　　第１青い鳥の家族勉強会「ことばを育てるコミュニケーション」を２回、第２、３青い鳥の家

族勉強会「ことばとコミュニケーション」を２回実施し、計５５人の参加がありました。

　③　児童発達支援事業所「フルール」との連携

　　　医師のオーダーにより、５件の評価・フォロー、２名に指導を実施しました。

　④　地域対応

　　ａ．学校

　　　　東小学校の難聴・言語通級指導教室へ新入級児６人の申し送りをしました。平沼小学校の難聴・

言語障害通級指導教室へ新入級児４人の申し送りをしました。千葉県の難聴通級指導教室へ新

入級児１人の申し送りをしました。

　　　　特別支援学校３校、通常級１校を訪問し、指導ケースについて申し送りをしました。特別支

援学校３校、個別支援級３校より指導ケースの担任の先生の来所があり、指導を見学してもらい、

情報交換を行いました。

　　ｂ．幼稚園・保育園

　　　　指導ケースの在籍する１園を訪問し、ケースについて情報交換をしました。

　　ｃ．訓練会

　　　　地域訓練会キャロット（西区）で勉強会を実施し、７人の参加がありました。
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　⑤　他機関との連携

　　ａ．青い鳥の他療育センターとの専門部会を６回実施し、ケースカンファレンス、ミーティング、

研修を行い、業務連携をしました。

　　ｂ．横浜市東部地域療育センターに９月から３月の間、月２回の業務の応援にいきました。

　　ｃ．横浜市総合リハビリテーションセンター、市内各地域療育センターとの連絡協議会に参加し

ました。

　　ｄ．リハビリテーション事業団、十愛療育会、県立こども医療センターのＳＴと代表者連絡会を

行いました。

　　ｅ．横浜市ろう特別支援学校で行われた横浜市聴覚障害乳幼児担当者運営連絡協議会に参加しま

した。

　⑥　研修

　　　ＡＴＡＣカンファレンス、横浜市総合リハビリテーションセンターの療育研究会に参加しまし

た。

　⑦　実習生

　　　国立障害者リハビリテーションセンター学院の言語聴覚学科より、実習生１人を３０日間受け

入れました。

⑸　訓練科　理学療法（ＰＴ）

　①　外来療育

　　ａ．利用者の状況

　　　　平成３０年度の個別指導人数は初診２３人、実人数１４６人、延べ人数１，６１９人でした。

　　ｂ．外来療育指導

　　　　１歳児の運動障害児に対し、４月から月１回のグループ指導をＯＴ・ソーシャルワーカーと

ともに行いました。

　　ｃ．その他の指導

　　　　月１～２回の摂食外来に参加し、姿勢保持の調整、姿勢介助の指導を行いました。

　　　　月２回の補装具診察に参加し、リハ科医師の指示のもと補装具の作製検討を行いました。

　　　　学齢を中心としたプール指導を月１回行いました。

　　　　早期療育科のグループ指導に月１回参加し、保育後ミーティングを持ちました。

　②　通園課との連携

　　ａ．通園内での保育に参加し、評価指導を行いました。

　　　　第１通園青い鳥運動障害児クラスに月１回、第２青い鳥通園運動障害児クラスに月１回と摂

食指導に週２回参加し、姿勢運動面の指導・アドバイスを行いました。保育後、クラス担任とミー

ティングを持ち、情報交換を行いました。

　　　　通園内定期指導に加え、年間４回、第１通園知的障害クラスのプール保育に参加しました。

　　ｂ．勉強会
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　　　　保護者向け勉強会を１回開催しました。

　③　地域対応

　　ａ．４か月健診後の療育相談

　　　　南区と西区の福祉保健センター４か月健診後療育相談に月１回参加し、評価指導を行いまし

た。

　　ｂ．関係機関との連携

　　　　特別支援学校への巡回訪問、電話での情報交換などを行ってきました。

　　　　保育所等訪問支援事業では２つの保育所に対し、評価指導・アドバイスを行ってきました。

　④　その他の業務

　　　社会福祉法人青い鳥５療育センター訓練科で集まり、ＯＴ・ＰＴ合同症例検討会を年間６回、

ＰＴのみでの症例検討会を年間６回行いました。

表−１２　平成３０年度ＰＴ指導実績　　　 表−１３　初診時年齢　　　  表−１４　年齢別
月 初診 指導 年齢 人数 未満児 １

４月 １ １２３ 未満児 １ ０歳児 １５
５月 ２ １５２ ０歳児 １１ １歳 １９
６月 ２ １２２ １歳児 ５ ２歳 １９
７月 ２ １３５ ２歳児 ４ ３歳 １４
８月 ３ １３８ ３歳児 １ ４歳 １０
９月 １ １２４ ４歳児 ０ ５歳 １３

１０月 ２ １５８ ５歳児 ０ ６歳 １０
１１月 ５ １５８ １０歳児 １ ７歳 １０
１２月 ２ １３０ 合　計 ２３ ８歳 ５
１月 ０ １１２ ９歳 １４
２月 １ １３２ １０歳 ９
３月 ２ １３５ １１歳 ６

合　計 ２３ １６１９ １２歳 １
合　計 １４６

⑹　訓練科　作業療法　
　①　外来業務

　　ａ．来室利用者の状況

　　　　平成３０年度の個別指導延べ人数は、合計１，２３７人。

　　　　ＯＴ新患数は１７６人でした。（表−１５）

　　ｂ．早期療育科との連携

　　　　週１回運動障害・ＰＭＲのクラスに参加し、療育内指導を行い、クラスとのミーティングに

参加しました。

　　　　運動障害・ＰＭＲのクラス向けに「遊びについて」の勉強会を１回行いました。

　　　　知的障害系のクラス向けに「不器用について」の勉強会を４回行いました。



−　19　−

　　ｃ．外来グループ指導（つくしんぼグループ）

　　　　１歳児の運動障害児・ＰＭＲ児に対し、４月から月１回のグループ指導をＰＴ・ＳＷととも

に行いました。

　　ｄ．その他の外来業務

　　　　年１６回の摂食外来にＯＴ２人が参加し摂食外来の運営と指導を行いました。

　　　　月１回の補装具診察にＯＴ１人が参加しました。

　　ｅ．児童発達支援事業所「フルール」との連携

　　　　保護者向けに「姿勢と上肢機能について」の勉強会を１回行いました。

　　　　運動プログラムを見学し、子どもの評価と職員へのアドバイスを行いました。

　②　通園課との連携

　　　通園療育

　　　　親子通園・単独通園の摂食指導を実施しました。頻度は、親子通園月２回、単独通園週３回

でした。

　　　　クラスからの要請に応じて、個別ＯＴ評価・療育内観察評価を行いました。

　　　　親子通園のＭＲクラス向けに「不器用について」の勉強会を２回実施しました。

　　　　第３通園向けに「姿勢について」の勉強会を１回実施しました。

　　　　単独通園　保護者参観日に「感覚について」の勉強会を１回実施しました。

　　　　今年度新たな取り組みとして、親子・並行通園クラスの運動プログラムを見学し、子どもの

評価と職員へのアドバイスを行いました。

　③　地域対応

　　ａ．福祉保健センター４ヶ月健診後療育相談

　　　　中区の４ヶ月健診後療育相談に月１回参加し、指導を行いました。

　　ｂ．関係機関との連携

　　　　学校・幼稚園・保育園に巡回し、あそびや日常生活活動の工夫などについて話し合いを持ち

ました。巡回の件数は、保育園２件・普通小学校１件・特別支援学校１件の計４件。

　　ｃ．地域訓練会との連携

　　　　西区の訓練会「キャロット」にて、「不器用について」の勉強会を実施しました。

　④　その他の業務

　　ａ．研修

　　　　リハ症例検討会（運動障害児のケース検討会）の企画・運営を年３回行いました。

　　　　青い鳥の５療育センターで、訓練科合同症例検討会を２ヶ月に１回行いました。

　　　　青い鳥の５療育センターで、ＯＴ合同症例検討会を２ヶ月に１回行いました。

　　　　中部センターＰＴ・ＯＴ症例検討会を月１回行いました。
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表−１５　指導人数および内訳
月 評価 治療 計 月 評価 治療 計
４ １６ ８３ ９９ １０ １４ 　１０４ 　１１８
５ 　１５ ９５ １１０ １１ 　１４ ９４ 　１０８
６ １６ １０９ １２５ １２ 　１２ 　８５ ９７
７ １４ ９４ １０８ １ 　１７ 　６９ 　８６
８ 　１５ ７１ ８６ ２ 　１７ ８３ 　１００
９ １１ 　１００ 　１１１ ３ 　１５ ７４ ８９

合　計 １７６ １,０６１ １, ２３７

⑺　早期療育科

　　早期療育科（おひさまグループ）では、日々の療育を通してお子さんへの発達支援と家族の方々

への育児支援を行っています。初期療育グループは早期療育利用待機の解消のためにクール制で編

成するクラスを設け、利用実人数を増やしています。

表−１６　クラス編成

クラス名 曜日 人数 年齢 通園形態 在籍期間 保育時間

通年Ｇ

ぴかぴか１ 月曜 9 組 ２･３歳児

親子通所

１年（４～３月）

１０：００
～

１３：００
   

ぴかぴか２ 月曜 9 組 ２･３歳児

きらきら１ 水曜 9 組 ２･３歳児

きらきら２ 火曜 9 組 ２･３歳児

にこにこ１ 水曜 9 組 ２･３歳児

にこにこ２ 水曜 9 組 ２･３歳児

H ２９年度
の継続Ｇ

ぽかぽか１ 金曜 8 組 ３･４歳児
４か月（４～７月）

ぽかぽか２ 金曜 6 組 ３･４歳児

短期Ｇ
ふわふわ１ 火曜 9 組 ３･４歳児

７か月（４～１０月）
ふわふわ２ 火曜 9 組 ３歳児

年度途中
開始Ｇ

ぽかぽか１ 金曜 9 組 ２･３歳児
８か月（８～３月）

ぽかぽか２ 金曜 9 組 ２･３歳児

ふわふわ１ 火曜 8 組 ２･３歳児
５か月（１１～３月）

ふわふわ２ 火曜 9 組 ２･３歳児

年度途中
終了Ｇ

ひまわり１ 水曜 9 組 ３･４歳児 主に１０月終了児対象
（他要フォロー児）

月１回

１０：００

～

１１：３０ひまわり２ 水曜 9 組 ３･４歳児

※水曜通年：にこにこ２はＰＭＲ・肢体不自由児混合クラス　ＰＴ・ＯＴが隔週保育に参加他、主に自閉症・不安障害・Ａ
ＳＤタイプのクラス編成となっています。編成上、同年齢のみのクラスを運営することが難しく、年齢混合のクラスが多
い現状です。
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　　通年クラスを６クラス、前年度の短期間クラスの継続クラスを２クラス、８月オープンクラスを

２クラスと、１１月オープンクラスを２クラス運営しました。また、幼稚園・保育所に通いながら

の継続フォローグループは７月までの２クラスと、途中退会児（１０月迄のクラスを中心とする）フォ

ローをねらいとしたひまわりグループを１１月から月１回、計５回、実施しました。

　　療育内容はクラスに合わせた環境・玩具設定をし、お子さんの遊びを展開させた後、集団で行う

プログラムと教材を用いた個別的なプログラムや保護者勉強会・懇談会を実施し、お子さんの現在

の状況を確認しあっています。その上で次年度以降の進路をともに考えたり、子育ての支援をして

います。

　　  表−１７　時間割
時間 主な活動

９：５０ 登園
朝のお仕事・自由遊び・おあつまり
クラス活動（ふれあい・リズム・運動・やりとり・グループ活動・制作等）
園庭遊び

１１：３０ お弁当・歯磨き
自由遊び・隔週で懇談会・おあつまり

１２：５０ 降園  （シャトルバス発車　１３：００）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　※ 年１～２回実施の個人面談は保育終了後に実施しています。

　　　　　　　　表−１８　年齢別内訳（平成３１年３月時点）　　　　 （単位：人）
４歳児 ３歳児 ２歳児 合　計

前年度からの継続 ７ ７ ０ １４
新規ケース ２ ５９ ５０ １１１

合　計 ９ ６６ ５０ １２５
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２.　通園課

⑴　通園課の概要

　　通園課は児童発達支援、医療型児童発達支援で構成されていますが、障害種別ではなく年齢と

通園形態に分けた運営をしました。３０年度の在籍児数はのべ１０２人（３名退園５月・１０月・

１１月／１名入園８月）でした。親子通園は、従来の３歳児を中心としたクラスを週２．５日から週

２日に変更し、３クラス開催しました。新たに、週１日併行親子通園を１クラス開催しました。単

独通園は、４，５歳児の週５日クラスを４クラス、併行通園クラス（４歳児クラス・週１日＋巡回訪問）

を３クラスと５歳児継続クラス（週１日　巡回訪問含む）を１クラスの計１２クラスを開催しました。

⑵　通園療育のねらい

　①　子どもへの生活（発達）支援・・・健康な身体づくり、基本的な生活習慣の確立、及び豊かな

人間関係育成のために一人ひとりの子どもに応じた療育支援を行います。

　②　家族への生活支援・・・子育ての中心は家庭であり、主たる養育者である母親をはじめ家族が

家庭の中で子どもを育てやすいように支援します。

　③　地域での生活支援・・・子どもたちが地域の中で健やかに育つように支援します。

⑶　利用状況

表−１　月別在籍児数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
福祉型児童発達支援 医療型児童発達支援 月初在籍

総　　計月初在籍 入園 退園 月初在籍 入園 退園
４月 ４０ ５３ ５ ３ １０１
５月 ９３ １ ８ １０１
６月 ９２ ８ １００
７月 ９２ ８ １００
８月 ９３ １ ８ １０１
９月 ９３ ８ １０１

１０月 ９３ １ ８ １０１
１１月 ９２ １ ８ １００
１２月 ９１ ８ ９９
１月 ９１ ８ ９９
２月 ９１ ８ ９９
３月 ９１ ５０ ８ ４ ９９

表−２　区別内訳　のべ人数　　　　　　　　（単位：人）
区 福祉型 医療型

西区 １５ １
中区 ２７ ４
南区 ５１ ３
他 １ ０

合　計 ９４ ８
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表−３　年齢別内訳　のべ人数　　 　　　　　　　　　　　　   　（単位：人）
福祉型 医療型 合計
小計 小計 合計

３歳児 ２９ ３ ３２
４歳児 ４１ １ ４２
５歳児 ２４ ４ ２８
合　計 ９４ ８ １０２

表−４　通園日数内訳　のべ人数　　 　　　  （単位：人）
福祉型 医療型

週５日 ２８ ５
週４日
週３日
週２日 ４７ ３
週１日 １９
合　計 ９４ ８

表−５　障害別内訳（単位：人）

【福祉型児童発達支援】　　　　　　　　　　  【医療型児童発達支援】
障害名 人数 障害名 人数

自閉性障害 ５７ 精神運動発達遅滞 ２
広汎性発達障害 ２４ 脳性まひ ２
言語発達遅滞 ダウン症 ２
精神遅滞 ２ 他 ２
精神運動発達遅滞 ４ 合　計 ８
ダウン症 ５
他 ２

合　計 ９４

表−６　卒園児進路　　　　　　　　　　 　（単位：人）
進路先 福祉型 医療型

小学校（一般級） ３
小学校（個別支援学級） １６
特別支援学校・養護学校 ５ ４
幼稚園 ２２
保育所 ３
他 １

合　計 ５０ ４
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表−７　クラス編成

クラス名 利用児数 障害内訳
（契約別） 年齢 通園形態 通園日数 通園時間

第１
青い鳥

ひかり１ ９人 福祉 主３歳児
親子通園 週２日

１０：００

～

１４：００

ひかり２ ７人 福祉 主３歳児
つばさ ７人 福祉・医療 主３歳児
さくら ９人 福祉 ３歳児 親子併行 週１日

第２
青い鳥

そら ６人 福祉・医療 ４･５ 歳児

単独通園 週５日
にじ ９人 福祉・医療 ４･５歳児
ほし ９人 福祉 ４･５歳児
かぜ ９人 福祉 ４･５歳児

第３
青い鳥

どんぐりＡ ９人 福祉 ４歳児

単独併行
通園

週１日
及び巡回
訪問療育

どんぐりＢ ９人 福祉 ４歳児
どんぐりＣ ９人 福祉 ４歳児

ことり ９人 福祉 ５歳児 週１日

表−８　年間の主な行事
４月 入園のつどい・オリエンテーション １０月 交流保育・個別面談

５月 懇談会・家庭訪問・就学説明会・学校
見学会 １１月 保護者勉強会・保育参観・懇談会

試食会

６月 家族参観・保護者勉強会・各種検診・
個別面談 １２月 クリスマス集会

７月 保育参観・懇談会・試食会・交流保育 １月 家族参観・懇談会
８月 懇談会 ２月 豆まき集会・個別面談

９月 経験交流会・保護者勉強会・遠足 ３月 通園重要事項説明会・保育参観・懇談会・
お楽しみ会・お別れ会

※ 上記の他に毎月避難訓練を実施

⑷　各通園の特色

　①　第１青い鳥

　　　週２日及び週１日の親子通園で、子どもに合わせた様々な療育活動を行いました。また、保護

者とともに子どもの様子を確認し支援のあり方を考えてきました。勉強会や連絡会や個別面談な

どの保護者プログラムを実施しました。保護者同士の交流も支援してきました。

　　　　　 表−９　時間割
時間 主な活動 保護者プログラム

１０：００ 登園
朝のお仕事・自由遊び 療育への参加

勉強会への参加１０：３０ 朝の集会
クラス活動・自由遊び

１２：００ 給食・歯磨き
自由遊び　帰りの集会 弁当　連絡会及び療育への参加

１３：４５ 降園（バス発車　１４：００）
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　②　第２青い鳥

　　　週５日の単独通園を行いました。基本的生活習慣やコミュニケーションの基礎を築くために、

毎日の繰り返しの中で子どもに合わせて療育を行いました。また、日常の様子を保護者と情報交

換するために、連絡帳、家庭訪問、グループ参観、小グループプログラム、個別面談を実施しま

した。また、保護者勉強会や懇談会も行いました。

　　　　　　　　　　　表−１０　時間割
時間 主な活動

１０：００ 登園
朝のお仕事・自由遊び・朝の集会
クラス活動・自由遊び

１２：００ 給食・歯磨き
自由遊び（クラス活動）
帰りの集会

１３：４５ 降園（バス発車　１４：００）

　③　第３青い鳥

　　　４歳児クラスは、週１日の通園療育と年４回の巡回訪問療育を行いました。

　　　巡回訪問療育では、クラス担任が在籍児の通っている保育所、幼稚園に１日訪問し、保育に参

加しながら担当児の支援をしました。保育後先生とミーティングを行い、子どもへの支援方法を

一緒に検討しました。巡回訪問記録を就園先と保護者に渡し、子どもの様子の共有ができるよう

にしました。保護者へは、連絡帳、個別面談、参観、巡回訪問記録などを通して子どもの様子を

伝え、勉強会や懇談会も実施しました。５歳児の継続クラスでは、週１日程度の療育支援（通園

療育・年２回の巡回訪問・個別面談等）を行いました。

表−１１　週間予定表
月 火 水 木 金

ことり
保育＋巡回 巡回訪問日 どんぐりＡ

保育日
どんぐりＢ

保育日
どんぐりＣ

保育日

　　　　　　　　　　　表−１２　月・水～金の時間割
時間 主な活動

１０：００ 登園
朝のお仕事・自由遊び・朝の集会
クラス活動・自由遊び

１２：００ 給食・歯磨き
自由遊び（クラス活動）
帰りの集会

１３：４５ 降園（バス発車　１４：００）
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⑸　実習生・研修生・見学者

　①　実習生（保育士養成のための施設実習）５人、その他見学、研修者３８人を受け入れました。

研修者では横浜市立および民間保育所保育士の研修の受け入れが定例となっています。

　②　第３青い鳥の併行通園先の保育所保育士や幼稚園教諭向けに勉強会を開催しました。また、見

学研修希望にも対応しました。

　③　第２青い鳥から個別支援級や特別支援学校、養護学校に入学予定の学校教師が来所され引継を

行いました。また、個別支援級に入学した学校の個別支援級教師に対しても通園の紹介や情報共

有を行いました。

⑹　ボランティア

　　教材制作、玩具修理などでボランティアに協力をいただきました。年間参加者はのべ１２人でした。
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３．地域支援課

　地域支援課では、障害児を育てる家族、また育てづらさのある乳幼児 ･ 学齢児が地域社会の中で暮

らしていくために必要な支援を考え、具体的な活動を行いました。

　利用者個別のマネジメント・所内各部門との連携、そして地域関連機関との連携を活動の柱として

業務を行いました。

① 福祉相談室

　　　年間相談件数（表−１）のうち新規の電話相談６２５件は申し込み数、来所相談５３４件は初

診インテーク数を表しています。福祉保健センターからの紹介は４２％、次いで幼稚園・保育所

から２６％、病院・医院の紹介が６％となっています。　

　　　療育相談（表−２）では、４ヶ月療育相談から４人、１歳半療育相談から７６人が当センター

紹介となりました。

　　　巡回相談（表−３）はソーシャルワーカーが全ての巡回に関わりました。　また、各区で開催

される研修会や見学会を行い、保育所 ･ 幼稚園・小学校の職員や子育て支援者を中心に合計で

１４回、のべ３５３人の参加がありました。

　　　学校支援事業（表−４）は、学校訪問以外に特別支援教育コーディネーター連絡会、特別支援

教育研究会への支援等、幅広い形で学校への支援を行いました。

　　　保護者向け勉強会及び機関向け勉強会は表−５、表−６のとおり実施しました。

　　　所外会議には表−７のとおり出席しました。

　　　相談支援事業は、通園と児童発達支援事業所「フルール」利用者を中心に１６４人の計画を立て、

３８８回のモニタリングを実施しました。

表−１　相談                               　　　　    　 （単位：人）
新規 再 合　計

電話相談 ６２５ １，５６１ ２，１８６
来所相談 ５３４ １，２６８ １．８０２
合　計 １，１５９ ２，８２９ ３，９８８

　　　　　　　　　表−２　療育相談
４ヶ月 １歳半 合　計

開催日数 ２７ ３１ ５８
のべ利用人数 ７０ ８０ １５０

表−３　巡回相談　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
幼稚園 保育園 学校 訓練会 その他 合　計

訪問回数 ６２ １０６ ０ ７ ０ １７５
相談件数 ９１２ ９６０ ０ ５５ ０ １，９２７
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表−４　学校支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　      
研修及びコンサルテーション 研修 コンサルテーション 合　計

訪問回数 ０ ４ ６９ ７３

表−５　保護者向け勉強会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
テーマ・内容 対象者 回数 参加人数

進路について 児童発達支援・早期利用者 １４ １７３
申請勧奨 児童発達支援利用予定者 １３ １５２
相談支援等説明会 契約対象者 １０ １４２
制度・社会資源について 児童発達支援・早期利用保護者 ７ ６８
育ちについて 早期利用保護者 ５ ７３
児童発達支援事業所説明会 利用希望者 ４ ６７
育児の工夫 ･ 療育について おやこ教室参加者 ４ ４１
グループワーク グループ利用・卒会保護者 ２ １８
就学説明会・勉強会 年長児保護者 ２ ２６０

表−６　他機関職員向け研修会
テーマ・内容 対象者 回数 参加人数

センター説明・施設見学 幼保小職員・福祉関係職員 １２ １７９
障害児保育研修 幼稚園・保育所職員 ５ １７８
障害の理解と対応 等 小学校職員・その他機関 ２ ２３５

　　　　表−７　所外会議・連絡会
会議・連絡会　種別 年間回数

法人関係会議 ２１
自立支援協議会・各部会（西・中・南区） ２０
横浜市関係会議 １３
教育関係（特総センター・学校支援会議等） １２
他機関連携会議 ７
区連携会議（福祉保健センター・子育て支援連絡会 ･ 余暇支援等） ６
ケースカンファレンス・個別支援会議 ６

　②　児童発達支援事業所「フル−ル」

　　　知的に遅れがなく、集団生活や家庭生活において配慮が必要な発達障害がある（疑い含む）４

～５歳児及び保護者を対象とし、週１回の集団療育と就園先の巡回訪問を行いました。

　　　平成３０年度の利用児総数は４８人（４歳児１５人、５歳児３３人）。１年間の契約で実施しま

した。

　　　年間を通じ、懇談会の開催、面談等を通じ保護者の相談に対応しました。また、臨床心理士、

作業療法士、指導員そして、ソーシャルワーカーによる勉強会を開催し生活の一助となるよう多

岐にわたる内容で実施しました。
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　　　　　　　　 表−８　年間実施数
のべ年間開催日数 １７７日（面談日１８日含む）
のべ年間利用人数 １，５７１人

　　　　　　　　 表−９　保護者向け勉強会
内　容 年間回数

グループワーク ３２
療育・生活上の工夫に関して ２３
就学児フォロー ９
進路・就学について ６
サポートブック作成 ３
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４．その他の事業

地域ニーズ事業（「エビデンスに基づくメンタルヘルスサポート」）

　平成２９年度まで早期療育科を中心に展開していた“エビデンスに基づくメンタルヘルスサポート

事業”は３０年度から臨床指導科心理が主たる担当部署に変更となりました。これに伴い、早期療育

科に所属していた非常勤職員の所属変更、サービス利用の再構築を行いました。３０年度は、３１ケー

スに対し、面接や電話対応の支援に加え、センター職員との情報交換、早期療育科保護者に向けた勉

強会も実施しました。
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５．人材育成委員会　（平成３０年度　事業報告）　

⑴　今年度も「人材を人財に！」をモットーに６名の委員で活動しました。

⑵　委員会及び研修を以下のように開催しました。

第５６回 ５月３１日（木） メンバーの確認、係の確認、新人研修の確認、
全体研修について

第５７回 ９月４日（火） 全体研修について
新人研修経過報告

第５８回 １２月１０日（月） 全体研修について（最終確認）

全体研修
（第９回） １月１１日（金） テーマ「当事者からのはなし」　外部講師

第５９回 ３月１５日（金） 今年度の反省と来年度の活動計画

人材育成委員会の目的
　１） 療育センターが目指す理念にのっとり、個々の職員の「専門力、総合力、人間力」を育てる

ために、現在ある研修を整理し、新たに必要な研修を企画・実行する。

　　　＝システムとしての育成

　２）個々の職員が自己理解を深め、さらに、職員同士の相互理解を深めることにより、より良い

療育サービスに繋げるようにする。

　　　＝自己理解と相互理解によるチームワークの育成
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６．管理課

⑴　運営協議会の開催： 開かれたセンターの運営を行うことを目的とし、平成３０年度第１回を７月

１３日に、第２回を平成３１年２月１３日に開催しました。

⑵　給食：通園利用児に給食提供を行いました。調理業務は引き続き、イフスコヘルスケア（株）に

委託し、栄養士が献立作成、栄養相談、特別食の指示などを行いました。月１回給食委員会を開催

しました。

　　なお、平成３０年度より清水ヶ丘地域ケアプラザが給食委託業務を中止したため単独で厨房を使

用することになりました。リース物品等ケアプラザと負担額を折半していたものは負担が倍になり

ましたが、横浜市と協議の上費用負担が膨らまないように調整していただきました。

⑶　送迎バス：通園送迎バスとして中型バス２台・マイクロバス１台を、また吉野町駅・南太田駅循

環のシャトルバス１台を東洋観光㈱に委託して運行しました。

⑷　工事関係：大規模工事として、７月から８月にかけて、３階バルコニーの天井庇の修復工事を行

いました。

　　今年度も一部ＬＥＤへの切り替えを実施しました。指導室の一部の床と壁の張替えを実施しまし

た。

　　劣化の著しかった屋上園庭の大型遊具の更新をしました。

⑸　財政内訳について、収入は、６１４．４百万円で、うち横浜市からの指定管理料が４３７．６百万

円（７１．２％）、通園・児童デイ利用料が１０９．９百万円（１７．９％）、診療報酬が５７．０百万

円（９．３％）等となっております。

　　 支 出 は、 ６ ０ ６．５ 百 万 円 で、 う ち 人 件 費 が ４ ７ ０．３ 百 万 円（ ７ ７．５ ％）、 事 務 費 が

１００．２百万円（１６．５％）等となっております。

⑹　横浜市中部地域療育センターの指定管理者の選定に応募し、審査を受け、無事平成３１年４月か

ら令和５年３月３１日まで指定管理者に横浜市から選ばれました。






